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7はじめに
妊娠中絶の倫理的な是非に関して、胎児の生命の保護
と、女性の自己決定権の尊重との間で対立がある。多くの
欧米諸国が 970 年代から 80 年代にかけて、女性の自己
決定権の尊重という時代流れの中で妊娠中絶を広く容認
する法律を整備していった。しかし、スイスでは、937
年に制定された刑法（942 年施行）で、ごく限られた場
合を除いて妊娠中絶を処罰する規定が設けられ、この規定
は 200 年まで改正されなかった。本稿では、このスイス
の妊娠中絶の規制をめぐって行われた 970 年代から現在
までの改正の試みを取り上げ、スイス特有の政治制度の中
で、胎児の生命の保護と、女性の自己決定権の尊重との間
の対立がどのような形で生じたかを明らかにする。第１章
では、妊娠中絶に関する規制のあり方一般と、200 年の
刑法改正以前のスイスの規制を説明する。第２章で、スイ
スイスにおける妊娠中絶規制
－改正の経緯とその後の動向－
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After the Swiss Criminal Code was enacted in 1937 and enforced in 1942, abortion was permitted 
only in limited cases. Finally, in 2001 the Swiss Criminal Code was revised so as to relax the legal 
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ス特有の政治制度の中であらわれた妊娠中絶をめぐる対
立を考察し、第３章で、200 年の刑法改正の経緯を取り
上げる。
１．妊娠中絶に関する規制
１－１．期限規制と適応規制
各国が妊娠中絶を規制する場合に、どのような形態を取
るかは様々であるが、いくつかのタイプに分類することが
できる。ここでは、各国が取り入れている法的規制の基本
的なモデルの分類を簡単に紹介しておくことにする１）。
禁止型…妊娠中絶の禁止が法によって定められており、
かつ、妊娠中絶を許容する要件を定めていないという
規制の形態である。（ただし、すべての妊娠中絶を禁
止している国は実際には存在せず、治療の範囲内や緊
＊一般科目教室（人文・社会科学系）
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急時には許容されている。）このような規制を設けて
いるのは、アイルランド、チリ、エジプトなど、カト
リックやイスラム教国の一部である。
適応規制型…原則として妊娠中絶は禁止であるが、「適
応」（適応事由）という形で例外が定められている形
態である。つまり、何らかの理由があれば、妊娠中絶
が容認されるのだが、妊娠の始まりから出生の間のど
の段階までの妊娠中絶を容認するか、そして、どのよ
うな適応を定めるかは国ごとに異なり、規制の厳格さ
の度合いに大きな差が出る。日本やスイスは、この形
態を取っている。
期限・適応規制の混合型…一定の期限内であれば妊娠中
絶は原則として処罰されない。その期限後の妊娠中
絶には適応や一定の要件が定められている。（例えば、
妊娠 2週までは自由に妊娠中絶をすることができる
が、それ以降は何らかの適応、要件がない限り妊娠中
絶は禁止される。）
純粋な期限規制型…適応や要件は定められておらず、一
定の期限内であれば、妊娠中絶が処罰されない。期限
に関しては、上限が設けられている場合もあるが、上
限はなく出生直前まで妊娠中絶が可能な場合もある。
純粋な期限規制型を取る国は、オランダ、中国など、
ごくわずかな国である。
このように分類された規制の中で、禁止型と純粋な期限
規制型を取っている国は少なく、ほとんどの国は適応規制
型と期限・適応規制の混合型のどちらかを取っている。ど
のような形態の規制を行うかは、その国の宗教的、政治的、
経済的な背景や根拠― 性道徳、胎児の保護、女性の社
会的地位、人口政策など― にもとづいている。また、
純粋な期限規制型を取るオランダと中国でも、その規制の
根拠は異なっている。オランダは、胎児が母体外で成育可
能になる週数未満（22 週～ 24 週）であれば、女性の自
由な意思によって妊娠中絶を行うことができ、それ以降の
妊娠中絶は容認されていない２）。それに対して中国は、女
性の自己決定権の保障という観点よりも、むしろ人口の抑
制という政策的な理由から、中絶時期の期限を設けず、臨
月まで妊娠中絶が可能である。
なお、この分類は、明文化された法的規制に基づいた分
類であって、実際の運用に基づく分類ではない。厳格な適
応規制型を定めていても、後で見るスイスがそうであるよ
うに、実際には妊娠中絶が比較的自由に行われている場合
もある。また、日本のように適応規制型の法規制となって
いるが、実質的には期限・適応規制の混合型のように運用
されている国も多い。
１－２．スイスの妊娠中絶規制
― 2001 年の刑法改正以前
改正以前の規定
スイスの妊娠中絶の規制は、刑法３）が 942 年に施行
されて以来、200 年の改正に至るまで、（法律上は）比
較的厳格な適応規制型をとっていた。ここでは 200 年の
改正以前の規定について、まず見ておくことにする。
連邦法として刑法が制定され施行される以前は、各カン
トン（州）の刑法等によって妊娠中絶の規制が行われてい
た。そして、937 年に制定された全スイス統一の刑法の
旧 8 条から旧 2 条までの条項で妊娠中絶に関する規
制が定められた４）。条文は、以下のとおりである。
刑法（200 年の改正以前の妊娠中絶に関する規定）
第 8 条　妊娠した女性による堕胎
妊娠した女性が、堕胎し又は堕胎せしめる場合、その者
は軽懲役刑に処する。時効は、２年経過することによっ
て完成する。
第 9 条　第三者による堕胎
１　妊娠した女性に対して、その者の同意を得て、堕胎
を行う者、及び妊娠した女性に対して、堕胎を幇
助する者は、５年以下の懲役刑又は軽懲役刑に処す
る。時効は、２年経過することによって完成する。
２　妊娠した女性に対して、その者の同意を得ずに堕胎
を行う者は、0年以下の懲役刑に処する。
３　次の場合には、３年以上の懲役刑に処する、
行為者が、業として堕胎を行う場合、
妊娠した女性が、堕胎により死亡し、かつ行為者が
それを予測することができた場合。
第 20 条　処罰されない妊娠中絶
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１　妊娠した女性の健康に、避けることのできない生命
の危険又は継続的な重大な被害をもたらす大きな
危険を回避するために、許可を受けた医師が、許可
を受けた別の医師の鑑定を受けた後に実施された
行為の結果、妊娠した女性の書面による同意によ
り、妊娠が中絶される場合には、この法律の意味に
よる堕胎罪は成立しない。
第１文で要求される鑑定は、妊娠した女性の状態に
関する専門的知識をもっており、妊娠した女性が居
住し、又は手術が行われるカントンの管轄官庁によ
り、全般的に又はその都度、資格を与えられている
専門医によって行われなければならない。
妊娠した女性が、判断能力がない場合には、法定代
理人の書面による同意が必要となる。
２　妊娠した女性の健康に、差し迫った、避けることの
できない生命の危険又は継続的な重大な被害をも
たらす大きな危険があり、かつ、許可を受けた医師
が妊娠中絶を実施する限りで、緊急避難に関する規
定（第 34条第２項）が、留保される。
そのような場合に、医師は、手術後 24時間以内に、
手術が行われたカントンの管轄官庁に届け出なけ
ればならない。
３　妊娠した女性の、その他の重大な逼迫した事態のた
めに、妊娠中絶が行われる場合には、裁判官が、自
由裁量により刑を軽減する（第 66条）。
４　第 32条は、適用されない。
第 2 条　妊娠中絶の無届け
第 20 条第２項により、医師によって行われた妊娠中
絶に際して、管轄官庁への定められた届け出を怠る医師
は、拘留又は罰金刑に処する。
簡単に解説をしておくと、まず、妊娠した女性が妊娠
中絶を行った場合には、その女性自身は処罰される（旧
8 条）。また、妊娠した女性に対して、第三者が妊娠中
絶を行う場合にも、同意の有無にかかわらず、その者は処
罰される（旧 9 条）。ただし、旧 20 条で処罰されな
い妊娠中絶についての定めがある。まず、旧 20 条１項
によると、妊娠した女性が同意を与えており、かつ、「妊
娠した女性の健康に、避けることのできない生命の危険、
又は継続的で重大な被害をもたらす大きな危険を回避す
るために、許可を受けた医師が、許可を受けた別の医師の
鑑定を受けた後に実施される」妊娠中絶は、処罰されない。
また、旧 20 条２項では、「妊娠した女性の健康に、差し
迫った、避けることのできない生命の危険又は継続的な重
大な被害をもたらす大きな危険があり、かつ、許可を受け
た医師が妊娠中絶を実施する限りで、緊急避難に関する規
定が、留保される」とあり、この場合の妊娠中絶も処罰さ
れない。
このように、妊娠中絶は原則として禁止されるが、妊娠
した女性に生命の危険などがある場合にのみ妊娠中絶が
容認される。医学的適応、あるいは母体適応と呼ばれてい
るもので、一般的には、妊娠した女性の疾患や子宮外妊娠
などで、妊娠の継続によって女性の健康や生命に危険が及
ぶ場合が考えられる。この医学的な理由以外での妊娠中絶
は容認されていない。さらに、旧 20 条１項では、その
医学的な理由について別の医師の鑑定を要求している。こ
のようなことから、スイス刑法の妊娠中絶の規制は、比較
的厳格な適応規制型と言える。
実際の運用
しかし、これは法律上の規定であって、その規定が実際
にどのように運用されているかも見ておく必要がある。旧
20 条（処罰されない妊娠中絶）の医学的適応について、
その適応の基準が具体的には定められておらず、鑑定する
医師の裁量によるところが大きい。医学的適応の中には、
妊娠した女性の身体的な疾患だけでなく、「精神医学的な
適応（die psychiatrische Indikation）」として、妊娠中の女
性の精神的な健康状態や、出産後の女性の社会的な状況も
考慮されるようになった。そして、身体的な適応よりも精
神医学的な適応の割合がはるかに多いという報告もある
５）。さらに、医師による鑑定を文書で作成する義務がなく、
鑑定書の届出義務もないようなカントンも存在した６）。こ
のように、スイスでは法律の文言では医学的適応のみを認
める厳格な適応規制型であるが、旧 20 条は拡大解釈さ
れ、その運用はカントンによって異なり、また時間を経る
にしたがって規制は緩やかになっていった７）。
スイスで、妊娠中絶に関する刑法改正の動きが出たの
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は、国内の事情として、カントン間で運用に差があり法の
適用に不公平が生じてきたこと、そして、医学的適応のみ
を容認する厳格な法規制と、比較的自由に妊娠中絶が行わ
れている実態とが乖離したことも主要な要因である。ま
た、国際的な背景として、960 年代から 70 年代にかけ
て、出生前診断の普及や女性の自己決定権の尊重などの流
れがあり、欧米諸国が妊娠中絶の規制を緩和していったこ
とがあげられる。
２．妊娠中絶規制の改正に向けた取り組み
２－１．1971 年の国民提案
妊娠中絶の不処罰のための国民提案
スイスで刑法を改正し、妊娠中絶の規制を緩和しようと
する最初の試みは、女性解放運動の団体などによって署名
が集められ、97 年 2 月１日に連邦政府に提出された
国民提案「妊娠中絶の不処罰のための国民提案８）」であっ
た。これは、連邦憲法 65条の２として、「妊娠中絶によっ
て、いかなる刑罰も科されない」という条項を追加する提
案である。新たな憲法条項を追加することにより、刑法旧
8 条から旧 2 条における妊娠中絶に関する罰則を間
接的に廃止しようとしたものである。97 年のこの国民
提案は、59,904 人分の有効な署名によって成立した９）。
スイスでは、一定の数の有権者の署名によって、連邦憲
法の改正を求めることができる 0）。成立した国民提案は、
連邦参事会（内閣にあたる組織）の教書とともに、連邦議
会に提出され、連邦議会が賛成又は拒否の勧告（拒否の勧
告とともに対案を議決することもある）を議決し、その後、
義務的レファレンダムとして国民投票にかけられる。仮に
連邦議会が拒否の勧告を議決していたとしても、国民提案
に投票者の過半数が賛成し、かつカントンの過半数が賛成
することで、その憲法条項は発効することになる。
連邦参事会の見解
97 年の国民提案に対して、連邦参事会は拒否の勧告
を採択するよう連邦議会に求めた。その理由として、国
民提案による憲法条項案の文言（「妊娠中絶によって、い
かなる刑罰も科されない」）があいまいなため、妊娠中絶
に起因するあらゆる行為― 例えば、中絶手術による過
失致死や傷害など― が不処罰となるかのような解釈も
可能となる点を、連邦参事会が指摘している ）。ただし、
連邦参事会は妊娠中絶の規制を緩和することに反対して
いたわけではない。国民提案の拒否の勧告を連邦議会に求
めるとともに、社会的適応を導入し、妊娠中絶の適応を拡
大するための新たな連邦法案「妊娠の保護及び妊娠中絶の
可罰性の改編に関する連邦法案 2）」（以下、妊娠保護法案）
を連邦議会に提出することにしたのである。
妊娠保護法案の作成と、国民提案の拒否の勧告
国民提案の署名集めと同時期の 97 年９月に、連邦参
事会は刑法改正のための専門家委員会を設置した。そこで
は妊娠中絶に関する条項の改正に向けて、三つの提案が出
された。妊娠保護法案は、これらの提案を受けて作成され
た法案である。
この専門家委員会の三つの提案のうち一つめは、〈社会
的適応なしの適応規制型〉である。これは、医学的適応を
明確化し、倫理的適応と優生学的適応を導入する案であ
る。これまであいまいな条文によって拡大解釈されていた
刑法旧 20 条の医学的適応をより詳細に定めるとともに、
犯罪などにより強制された妊娠の中絶を合法化し、さらに
出生前診断の普及を背景に、胎児の障害を理由とした妊娠
中絶を合法化することを目的としたものである。しかし、
この提案が実現したならば、多くのカントンにとっては実
質的には妊娠中絶規制がより厳格なものとなる。二つめの
提案は、〈社会的適応を含む適応規制型〉である。妊娠し
た女性の社会的な困窮を理由とした「社会的適応」による
妊娠中絶を、妊娠 2週以内に限って容認し、妊娠中絶の
規制を緩和しようとする案である。三つめの提案は、〈期
限規制型〉で、妊娠2週以内の中絶を自由化する案である。
法案作成前の意見聴取手続きでは、〈社会的適応なしの
適応規制型〉は、主にキリスト教民主国民党が支持し、ま
たカトリック系の住民が多くを占めるカントンを中心に
支持を集めた。〈期限規制型〉は、自由民主党、社会民主党、
国民党が支持し、チューリッヒ、ベルン、ジュネーブなど
の都市部のカントンを中心に支持を集めた。最終的には、
連邦参事会は、医学的適応の明確化と、社会的適応、倫理
的適応、優生学的適応を導入した、拡張された適応規制型
の法案をまとめ、国民提案の拒否の勧告の提案とともに、
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974 年９月に連邦議会に提出した。
連邦議会の決議と国民提案の撤回
連邦議会では、妊娠保護法案が提出されていたこともあ
り、975 年６月 20 日に、妊娠中絶の不処罰のための国
民提案を拒否する勧告が、上院にあたる全州議会（全邦院）
で賛成 30票、反対２票の大差で可決され 3）、下院にあた
る国民議会（国民院）でも全会一致で可決された 4）。こ
れにより、妊娠中絶の不処罰のための国民提案は、拒否の
勧告を付して国民投票にかけられるはずであった。
しかし、連邦議会の決議の直後 975 年６月 24日から、
妊娠中絶の自由化を求める団体によって、新たな国民提案
の署名集めが開始された。これが「期限規制型のための国
民提案5）」である。この新たな国民提案が成立したために、
以前の国民提案は、国民投票にかけられる前に撤回される
ことになった。
２－２．1976 年の国民提案
期限規制型のための国民提案
97 年の妊娠中絶の不処罰のための国民提案は、975
年に連邦議会において拒否の勧告が大差で可決された。こ
の直後に署名集めが開始され、新たに提出された国民提案
が「期限規制型のための国民提案」である。この国民提案
は、973 年に設立され、現在も活動を続けている「妊娠
中絶の不処罰のための協会 6）」が主導した。その内容は
次のとおりである。
期限規制型のための国民提案
連邦憲法　第 34条の９（案）
妊娠中絶は、職務の認可を受けた医師によって、最終月
経期の開始後 2週以内に、かつ、妊娠した女性の書面
による同意を得て実施される場合には、処罰されない。
医師を自由に選択することが保証される。
連邦は、カントンと協力して、妊娠した女性の保護及び
家族計画の促進のための必要な措置を講じる。
これは、連邦憲法 34条の９として、指定医によって行
われる妊娠 2週以内の中絶を処罰しないという条項を新
設しようとするものである 7）。この国民提案は、976 年
１月 22 日に連邦政府に提出され、67,768 人分の署名に
よって成立した。
連邦参事会の見解
連邦参事会は、この国民提案に対して、対案なしの拒否
の勧告案を 976 年５月に連邦議会に提出した 8）。連邦
参事会は、拒否の勧告案を提出する理由として、前回の国
民提案の際に示したとおり、期限規制型を受け入れること
はできず、社会的適応を含む適応規制型にのみ賛成である
こと、また、国民提案で出された案は憲法で定められるべ
きことではなく、法律で定められるべきことだとしている
9）。また、この勧告案を連邦議会に提出した時点で、前回
の国民提案の勧告案と同時に連邦議会に提出された妊娠
保護法案が、並行して審議中であった。期限規制型のため
の国民提案への拒否の背景には、妊娠保護法案では社会的
適応を含む適応規制型の案となっていたことや、この法案
の審議の中で、期限規制型へと条文を変更する提案が否決
されていたこともある 20）。
連邦議会の決議と国民投票
連邦議会では 976 年９月から審議が始まり、まず全州
議会は連邦参事会の拒否の勧告案を採択した 2）。しかし、
976 年 2 月の国民議会本会議では、国民提案への「賛
成の勧告」「拒否の勧告」「勧告なし」という三つの提案が
出された。採決の結果、「勧告なし」の提案が採択される
ことになった 22）。つまり、国民投票にかける際に、連邦
議会は賛成の勧告も拒否の勧告も付さないということで
ある。再度、全州議会で審議されるが、全州議会では拒否
の勧告案が採択され、国民議会に回されると再び勧告なし
の提案が採択され、最終的には 977 年５月に全州議会が
妥協する形で、勧告なしの提案が両議会で可決された。
期限規制型の国民提案は、こうして国民投票にゆだねら
れることになった。国民投票は、977 年９月 25 日に実
施され、国民提案への賛成が 48.3％（929,325 票）、反
対が 5.7％（994,930 票）となり、国民提案は否決された。
賛否は僅差であるものの、カントンの賛否を見ると、賛成
票が上回ったのは８カントン（うち２つは半カントン（準
州））だけで、反対票が上回ったのは 7 カントン（うち
４つは半カントン）であった。また、カントン間でも賛否
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の差が大きく、ジュネーブ、バーゼル・シュタット、チュー
リッヒではそれぞれ 78.7％、66.4％、60.2％を賛成票が
占めたが、最も賛成票の少ないアッペンツェル・インナー
ローデンではわずか 7.4％（反対票が 92.6％）であった
23）。
２－３．妊娠保護法案の国民投票
974 年に連邦議会に提出されていた妊娠保護法案は、
先に述べた 97 年と 976 年の国民提案と並行して審議
が行われた。その間に、期限規制型への変更の案なども提
出されたが、最終的には社会的適応を含む拡張された適応
規制型となり、刑法旧 8 条から旧 2 条までの妊娠中
絶に関する条項の削除を含む法案が、977 年６月 24 日
に両議会で可決され成立した。
しかし、この妊娠保護法案は、妊娠中絶の自由化をはか
る勢力― 自由民主党や社会民主党― と、妊娠中絶
の規制強化をはかる勢力― キリスト教民主国民党―
の間の妥協の産物であった。そして、明確でない医学的適
応を定めた刑法の条項を拡大解釈することによって、これ
まで比較的自由に妊娠中絶が行われていたカントンの多
くにとっては、社会的適応を含むとはいえ適応を厳格に定
めた妊娠保護法案は、従来よりも妊娠中絶に対する規制
が強化されることになる。また、妊娠中絶の反対派にとっ
ても、これまで法律上は医学的適応のみを認めていたもの
が、倫理的適応、優生学的適応、社会的適応へと拡大され、
規制を一律に緩和するものであったために受け入れられ
るものではなかった。
このような状況の中で、連邦議会で可決された妊娠保護
法案は、妊娠中絶の賛成・反対両派によって、国民投票に
持ち込むための署名集めが行われた 24）。レファレンダム
のための有効署名は 95,04 人分となり、妊娠保護法案は
国民投票にかけられることになった。国民投票は 978 年
５月 28 日に行われ、賛成票が 3.2％（559,03 票）、反
対票が 68.8％（,233,49 票）であり 25）、この結果、妊
娠保護法案は施行されないことが決定された。
２－４．連邦主義的解決の試み
連邦主義的解決の試み
970 年代のこれまでの妊娠中絶に関する規制を改正す
る試みは、すべて失敗に終わり、新たな法規制を設けるこ
とが困難であることが示された。こうした中で、970 年
代の終わりに別の解決策が提案された。それが、妊娠中絶
の連邦主義的解決（föderalistische Lösung）の提案である。
これは連邦レベルではなく、カントンに妊娠中絶の規制を
設ける権限を与えようとするもので、複数の議会提案と
四つのカントンからの提案（Standesinitiative）が出された
26）。四つのカントンとは、ヌーシャテル、ジュネーブ、バー
ゼル・シュタット、ヴォーである。それぞれ次のような提
案であった 27）。
① 1978 年６月 21 日のヌーシャテルの提案
カントン・ヌーシャテルは、刑法を次のように補完する
ことを提案する、
刑法第 2 条の２（案）　カントンの権限
最終月経期の開始から 2週以内であって、かつ、女
性の書面による同意を得て、職務を遂行する認可を受
けた医師によって、妊娠中絶が行われる場合には、カ
ントンは、妊娠中絶を不処罰とみなすことができる。
② 1978 年７月５日のジュネーブの提案
カントン・ジュネーブは、妊娠中絶の領域の立法権限を、
カントンに委譲する連邦法を制定することを提案する。
③ 1978 年 12 月７日のバーゼル・シュタットの提案
カントンのレベルで期限規制型を導入することをカン
トンに認める法的規定を設けることを、連邦議会に対し
て要求する。
④ 1979 年２月 22 日のヴォーの提案
カントン・ヴォーは、法的規定によって、カントンに妊
娠中絶の規制の権限を与えることを提案する。
このような提案に対して、国民議会の委員会で審議し
た結果、委員会の少数派は、新たな連邦法を設けて、カン
トンそれぞれに対して、期限規制型を導入するかどうか
を決定する権限を与えることを認めた 28）。つまり、連邦
主義的解決を認めるものであった。しかし、多数派の提案
は、連邦主義的解決を導入せずに、刑法の旧 8 条から
3スイスにおける妊娠中絶規制　－改正の経緯とその後の動向－
旧2 条を改正し、精神医学的な適応とともに社会的適
応を明示する刑法改正案であった。
この国民議会の委員会の提案に対して、980 年９月に
連邦参事会の見解が示された。連邦参事会は、連邦主義的
解決にも期限規制型の導入にも反対し、国民議会の委員会
の多数派の提案に賛成した。まず、妊娠中絶の刑罰に関す
る立法の権限を、カントンに部分的にでも与えることは、
法的な平等性の重大な破壊になるとしている 29）。また、
欧州評議会など、より広い地域での統一的な刑事規定への
努力がなされている時代に、妊娠中絶の連邦主義的解決
を導入することは「時代錯誤」であるとも述べている 30）。
そして、期限規制型の導入については、976 年の国民提
案のときと同様に、受け入れることができないという見解
を示した。
連邦議会における議論
連邦主義的解決の試みが実際に連邦議会に送られると、
国民議会の委員会は、979 年の当初の多数派の提案から
大きく異なった案を、多数派の提案として国民議会の本会
議に提出した（当初の多数派の提案（社会的適応を含む刑
法改正案）は、逆に少数派の提案として提出されている）。
980 年３月 0 日の国民議会の本会議では、次のような
刑法改正案が賛成多数で可決された 3）。
刑法改正案
第 2 条の２　初期の 2週以内の妊娠中絶
１　カントンは、最終月経期の後の初期の 2週以内に
妊娠中絶が行われる場合には、妊娠中絶が処罰され
ないことを法によって定めることができる。
２　その他に、次の要件を満たさなければならない、
ａ．手術は、医師免許を持ち、スイスにおいて職務
を遂行する許可を受けた医師によって実施さ
れなければならない、
ｂ．妊娠した女性は、書面によって手術に同意しな
ければならない。女性に判断能力がない場合に
は、その法定代理人の書面による同意が必要で
ある、
ｃ．妊娠した女性は、予定される手術の少なくとも
１週間前に、医師免許を持ち、スイスにおいて
職務を遂行する許可を受けた医師による、又
は、カントンが承認した相談所による相談を受
けなければならない。
３　第１項及び第２項による処罰されない妊娠中絶は、
スイスのすべての地域で、処罰されない。
第 2 条の３　第 2 条の２の違反
１．妊娠した女性又は法定代理人の同意を書面によって
取らず、医師免許を持ち、スイスにおいて職務を遂行す
る許可を受けることなく、第 2 条の２の第２項の各
号の法的規定を顧慮せずに、法的に容認された理由に
よって妊娠中絶を行う医師は、故意による場合には、拘
留又は罰金刑に処する。累犯の際には、医師は軽懲役刑
に処することができる。
２．法的に容認された理由があっても重過失で行う医
師、及び妊娠を不法に中絶する医師は、軽懲役刑又は罰
金刑に処する。
第 2 条の４　手術の届け出
連邦参事会は、カントンの意見聴取の後、連邦統計局へ
の手術の届け出に関する規定を設ける。
第 2 条の５　良心的理由からの拒否
何人も、良心的理由から妊娠中絶の責任を負うことがで
きない場合には、妊娠中絶の実施に協力する義務を負わ
されない。拒否は、遅滞なく公表されなければならない。
第 2 条　削除
この刑法改正案は、既存の旧 8 条から旧 20 条を改
正せずに、旧 2 条の規定に付加する形になっている。
そして、改正案の 2 条の２にあるとおり、カントンが
個別に、2 週以内の妊娠中絶に限って処罰しない法律を
定めることができるという、連邦主義的解決を求めるもの
である。しかし、妊娠中絶の期限規制型を導入するかどう
かを各カントンに委ね、期限規制型を導入したカントンで
行われた妊娠中絶に対してスイスの全カントンで罪に問
われないことになると、規制が厳格なカントンから、期限
規制型を導入したカントンへの「中絶ツアー」を促進する
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ことにもなり、いわば抜け道的に期限規制型がもたらされ
るという懸念が生じる 32）。
国民議会で可決された刑法改正案は、全州議会で審議
されることになったが、98 年９月 23 日の全州議会の
本会議で、刑法改正案の審議に入らないことが決定された
33）。
なお、この刑法改正案と同時に、妊娠中絶に関する二つ
の法案が審議されていた。この二つの法案とは、疾病及び
傷害保険に関する連邦法の改正案と、妊娠相談所に関する
連邦法である。前者は、刑法旧 20 条による処罰されな
い妊娠中絶に疾病保険（健康保険）の適用を認める法案で
あった 34）。後者は、妊娠や妊娠中絶に関して包括的な相談
を行う無料の妊娠相談所（Schwangerschaftsberatungsstellen）
の設置をカントンに求める法案である 35）。そして、刑
法改正案の審議は中断したのだが、この二つの法案は、
98 年 0 月９日に両議会で可決され成立した 36）。
刑法改正案は、この後、国民議会で再度審議されるは
ずだったが、別の事情によって、審議が中断されることに
なった。その事情とは、980 年に提出されていた「生命
に対する権利の国民提案」である。この国民提案は、直接
的には妊娠中絶の禁止を求めていないが、この国民提案が
承認された場合には、刑法改正案も影響を受ける可能性が
あったためである。
985 年に「生命に対する権利の国民提案」は、国民投
票で否決された。そのため、刑法改正案の審議が再開され
るが、987 年３月２日に国民議会は、刑法改正案の審議
に入らないことを決定した 37）。妊娠中絶の期限規制型の
導入、社会的適応の導入、妊娠中絶の禁止といった提案が
すべて否決された後で、連邦主義的解決が残された道だっ
た。この提案も実現しなかったことで、妊娠中絶に関する
規制の改正をめぐる問題は、手詰まりと言える状態になっ
た。
２－５．1980 年の国民提案
生命に対する権利の国民提案
前節ですでに触れたが、980 年７月 30 日に「生命に
対する権利の国民提案 38）」が提出されている。この国民
提案は、次のような内容であった 39）。
生命に対する権利の国民提案
連邦憲法　第 54条の２（案）
１　すべての人は、生命に対する権利、並びに身体的及
び精神的に傷つけられない権利をもつ。
２　人間の生命は、受精によって始まり、自然な死に
よって終わる。
３　生命の保護、並びに身体的及び精神的に傷つけられ
ないことの保護は、高くはない法益への配慮によっ
て損なわれてはならない。介入は、法治国家が取る
手段でのみ可能である。
この国民提案は、直接的には妊娠中絶の禁止を求める文
言が入っていないが、Ja zum Leben などのプロライフ派の
組織が主導した。受精の時点からの生命の保護を求めてい
る点などから、実質的には妊娠中絶の禁止へと導くもので
あった 40）。また、生命の始まりや「自然な死」という言
葉の定義があいまいであるため、積極的な安楽死や延命措
置さえも人工的なものとして禁止されるかのように読み
取れる。こうしたことから、連邦参事会は、生命に対する
権利の国民提案に対して、国民提案を拒否し対案を議決す
るよう求める教書を連邦議会に提出した。
連邦議会の決議と国民投票
連邦議会での議論は、983 年 2 月に全州議会から始
まった。全州議会では、対案を付さずに国民提案に対する
拒否の勧告を行うことが可決された 4）。その後、国民議
会でも、同様の勧告が可決された 42）。そして、984 年６
月 22 日に両議会で最終投票が行われ、対案なしで拒否の
勧告を付して国民投票にかける案が、全州議会では賛成
2、反対 7 で可決され、国民議会でも賛成 98、反対 49
で可決された 43）。
「生命に対する権利の国民提案」の国民投票は、985
年６月９日に実施された。国民提案への賛成が 3.0％
（448,06 票）で、反対が 69.0％（999,077 票）となり、
連邦憲法 54条の２として、生命に対する権利の条項を追
加しようとする国民提案は否決された。また、４カントン
と３つの半カントンで賛成票が上回ったが、6 カントン
と３つの半カントンでは反対票が上回った 44）。
5スイスにおける妊娠中絶規制　－改正の経緯とその後の動向－
３．妊娠中絶に関する 2001 年の刑法改正
期限規制型への 1993 年の議会提案
970 年代から 80 年代までは、妊娠中絶の賛成派、反
対派の国民提案と、その妥協案としての連邦法が、すべて
国民投票によって否決されるという結果となった。この間
に、スイス以外のヨーロッパ各国は次々に妊娠中絶に関す
る規制を緩和し、スイスと関係の深いドイツ、フランス、
イタリア、オーストリアは、週数などの要件で違いはある
が、980 年代までに期限規制型をすでに導入していた。
スイス国内でも 988 年以降は、刑法の妊娠中絶に関する
条項による有罪判決はなくなっており 45）、医学的適応の
みを容認する刑法の規定はほぼ有名無実となっていた。
そして、法律と現実との乖離と、カントンによって異
なる法の運用を是正するため、993 年に議会提案として、
社会民主党の国民議会議員によって、妊娠中絶の規制を改
正し、期限規制型を導入する提案が出された 46）。この提
案に基づいて、998 年３月に国民議会の法務委員会が提
出した刑法改正案は以下のような内容である 47）。
刑法改正案（998 年の国民議会法務委員会の案）
第 8 条　処罰される妊娠中絶
１　第 9 条による条件を満たすことなく、妊娠した
女性の同意を得て妊娠中絶を行う者、又は妊娠した
女性に妊娠中絶を教唆し又は幇助する者は、５年以
下の懲役刑又は軽懲役刑に処する。
時効は、２年経過することによって完成する。
２　妊娠した女性の同意を得ずに、妊娠中絶を行う者
は、0年以下の懲役刑に処する。
３　第 9 条第２項による条件を満たすことなく、最
終月経期の開始から 4週の経過後に、妊娠中絶し、
若しくは妊娠中絶させ、又はその他の方法で中絶に
関与する女性は、軽懲役刑又は罰金刑に処する。
時効は、２年経過することによって完成する。
第 9 条　処罰されない妊娠中絶
１　最終月経期の開始から 4週以内の妊娠中絶は、妊
娠した女性が要求し、かつ職務の認可を受けた医師
によって行われる場合には、処罰されない。
２　最終月経期の開始から 5週以後の中絶は、重大な
身体的被害又は精神的逼迫の危険が、妊娠した女性
から取り除くことができないために、医師の判断に
より中絶が必要である場合には、処罰されない。こ
の危険は、妊娠が進むことで、それだけ増大しなけ
ればならない。
３　妊娠した女性が、判断能力がない場合には、法定代
理人の同意が必要とされる。
第 20 条及び第 2 条
　削除
以上の刑法改正案の概略は次のとおりである。
・指定医による妊娠 4週以内の中絶は、処罰されない。
・妊娠 5週以後の中絶については、重大な身体的、精神
的な危険があり、医師が必要とした場合には、処罰され
ない。
・上の要件を満たさない妊娠中絶については、女性や、医
師を含む第三者は処罰される。
・医学的適応等を定めた刑法 20 条、妊娠中絶の届出義
務を定めた刑法 2 条は削除。
この他に委員会では、複数の案が審議されていた。社会
民主党と緑の党の議員からは、刑法 8 条から 2 条ま
での完全な削除を求める案 48）や、妊娠中絶を行った女性
をすべての場合に不処罰とする案が出された。これに対し
て、国民党の議員からは、社会的適応を導入する案が出さ
れ、キリスト教民主国民党の議員からは、カントンによっ
て認可された相談所で相談（カウンセリング）を受けた場
合に、2週未満の妊娠中絶を不処罰とする案が出された。
（さらに、後で見るように、この委員会による改正案が発
表された直後の 998 年 5月に、妊娠中絶反対派の団体に
より、規制を強化する憲法規定を新設する国民提案のため
の署名集めが開始された。）
連邦参事会の見解と連邦議会の決議
連邦参事会は、妊娠中絶の適応の拡大には以前から賛成
していた。しかし、憲法規定として、遺伝子工学や生殖医
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療などの濫用から、人間の生命を保護し、人間の尊厳を守
ることが求められており、生まれていない生命の国家によ
る保護という観点から、連邦参事会は期限規制型を支持し
ないと述べている 49）。ただし、女性の自己決定権を尊重
する必要も認めており、連邦参事会としては、妊娠中絶の
際に相談を義務づける案か、あるいは拡張された適応規制
型を、妥当な解決とみなすという見解を示した 50）。
国民議会の委員会が作成した案は、998 年 0 月から
国民議会本会議で審議され、全州議会との間で何度も修正
が繰り返された。そして、最終的に、基本的には期限規制
型を維持しながらも、委員会の案に比べて細かな点で規制
を強化した案が、200 年３月 23 日に可決された 5）。連
邦議会で可決された刑法改正案は、以下のような内容と
なっている。（なお、8 条及び 20 条１項の刑罰に関す
る文言の変更が、2007 年１月１日から施行されているが、
以下の条文訳には反映させていない。）
刑法改正案（200 年に連邦議会で可決された案）
妊娠中絶
第 8 条　処罰される妊娠中絶
１　第 9 条による条件を満たすことなく、妊娠した
女性の同意を得て、妊娠中絶を行う者、又は妊娠し
た女性に妊娠中絶を教唆し若しくはその際に幇助
する者は、５年以下の懲役刑又は軽懲役刑に処す
る。
２　妊娠した女性の同意を得ずに、妊娠中絶を行う者
は、0年以下の懲役刑に処する。
３　第 9 条第１項による条件を満たすことなく、最
終月経期の開始から 2週の経過後に、妊娠中絶し、
若しくは妊娠中絶させ、又はその他の方法で中絶に
関与する女性は、軽懲役刑又は罰金刑に処する。
４　第１項及び第３項の場合、時効は２年で完成する。
第 9 条　処罰されない妊娠中絶
１　重大な身体的被害又は精神的逼迫の危険が、妊娠し
た女性から取り除くことができないために、医師の
判断により中絶が必要である場合には、妊娠中絶は
処罰されない。
２　女性が逼迫した状態にあることを主張しており、そ
の女性の書面による要望にもとづき、最終月経期の
開始から2週以内に妊娠中絶が行われる場合には、
妊娠中絶は同様に処罰されない。医師は、前もって
個人的に女性と詳細な話し合いを行い、女性に助言
しなければならない。
３　女性が、判断能力がない場合には、法定代理人の同
意が必要となる。
４　カントンは、妊娠中絶の専門的に見て妥当な実施の
ための及び詳細な相談のための条件を満たす診療
所及び病院を指定する。
５　妊娠中絶は、統計的な目的のために、管轄の保健所
に届け出る。その際に、当事者の女性の匿名性が保
障され、医師の守秘義務が維持されなければならな
い。
第 20 条　医師による違反
１　第 9 条第 2項が適用される妊娠中絶を行い、手
術の前に、次のことを怠る医師は、拘留又は罰金刑
に処する、
ａ．妊娠した女性から書面による申請を求めるこ
と、
ｂ．妊娠した女性と詳細な話し合いをし、助言する
こと、手術の健康上のリスクについて女性に説
明すること、及び、次のことを含む手引書を、
署名と引き換えに女性に交付すること、
１．無料で利用できる相談所のリスト、
２．倫理的及び経済的援助を提供する団体及び
官署のリスト、並びに
３．生まれてきた子どもを養子縁組のために引
き渡す可能性についての情報、
ｃ．妊娠した女性が 6歳未満の場合には、青少年
のための特別な相談所に相談をしたことを、本
人に確認すること。
２　第 9 条第５項にしたがって妊娠中絶を、管轄の
保健所に届け出ることを怠る医師は、同様に処罰さ
れる。
第 2 条
　削除
7
以上のような刑法改正案の要点だけを、簡単にまとめてお
くと次のとおりである。
・妊娠 2週以内であって、女性が逼迫した状態にあると
いう主張に基づく妊娠中絶は処罰されない。医師は、妊
娠中絶を行う女性に助言をしなければならない。
・重大な身体的、精神的な危険があり、医師が必要と認め
た妊娠中絶も同じく処罰されない。
・医師は、妊娠中絶を行う女性に対して、妊娠中絶を避け
るための情報を与えなければならない。
委員会の提案では 4週以内となっていた妊娠中絶の期
限が短縮され、可決された条文では 2週以内となってい
る。また、この期限内であることに加えて、「女性が逼迫
した状態にあることを主張していること」と、「医師は、
前もって個人的に女性と詳細な話し合いを行い、女性に助
言しなければならない」という条件がつけられた。また、
妊娠中絶を行う女性に対して、無料で利用できる相談所の
リスト、女性を支援する団体や役所のリスト、生まれてき
た子どもを養子縁組のために引き渡す可能性についての
情報などを、医師が提供することも義務づけられた。これ
らは、妊娠中絶を抑制するために実効的であるかは不明だ
が、相談義務を支持していた側との妥協によって盛り込ま
れた。
刑法改正案と国民提案の国民投票
刑法改正案は 200 年７月 2 日がレファレンダム期限
となった 52）。そして、キリスト教民主国民党と二つの妊
娠中絶反対派の団体 53）が中心になり、この日までに 6
万人以上の署名を提出し、その結果、刑法改正案は国民投
票にかけられることになった 54）。
また、国民議会の法務委員会が期限規制型の刑法改正案
を決定した後の 998 年５月に、「母と子のため― 生ま
れていない子どもの保護と、苦境にある母親の支援のため
の国民提案 55）」も署名集めが行われていた。この提案は、
次のような内容であった。
母と子のため―生まれていない子どもの保護と、苦境に
ある母親の支援のための国民提案
連邦憲法　第４条の２（案）
１　連邦は、生まれていない子どもの生命を保護し、苦
境にある母親の必要な支援に関する原則を定める。
２　連邦の立法は、次のことを顧慮する、
ａ．生まれていない子どもを死なせ、又は死なせる
ことに決定的に関与するものは、処罰する。た
だし、妊娠の継続により、母親が、差し迫った
避けることのできない、身体にもとづく生命の
危険がある場合は除く。
ｂ．生まれていない子どもを死なさせることへのあ
らゆる圧力は、許されない。
ｃ．妊娠が暴行の結果である場合には、母親は、妊
娠の確定時から、養子縁組のために引き渡すこ
との必要な同意を与えることができる。
ｄ．妊娠のために母親が逼迫した状態にある場合に
は、カントンは、必要な支援を与える。カント
ンは、その支援を私的な組織に委託することが
できる。
連邦憲法の経過規定　第 24条（案）
法律による新たな規制の施行まで、処罰されない妊娠中
絶を定めたスイス刑法典のすべての規定は、連邦憲法第
４条の２の第２項ａの規定によって補われる。
これは、妊娠中絶の反対派から出された国民提案であ
り、医学的適応以外の妊娠中絶を禁止するという極端に厳
格な規制を、連邦憲法に盛り込むことを求めるものであっ
た。この国民提案は 0万人以上（05,00 人）の署名を
集め、999 年  月に連邦政府に提出された。連邦参事
会は翌年 月に対案なしの拒否の勧告案を出し 56）、連邦
議会も拒否の勧告を可決した 57）。そして、刑法改正案と、
この国民提案は、同時に国民投票にかけられることになっ
た。
国民投票は、2002 年６月２日に行われ、刑法改正案
は賛成票が 72.2％（,399,545 票）、反対票が 27.8％
（540,05 票）で承認された。また、国民提案は、賛成票
が 8.2％（352,432 票）、反対票が 8.8％（,578,870 票）
であり、すべてのカントンで反対票が賛成票を上回って否
決された 58）。こうして期限規制型を導入した刑法改正案
スイスにおける妊娠中絶規制　－改正の経緯とその後の動向－
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が、2002 年 0 月１日から施行されることになった 59）。
おわりに－その後の動向
97 年の国民提案に始まり、それから約 30 年後によ
うやく妊娠中絶に関する規制の改正が実現した。2002 年
６月の国民投票で刑法改正案が大差で承認されたことで、
スイスでの妊娠中絶の刑事規制に関する議論は一つの決
着がついた。スイスの近隣国では妊娠中絶の自由化が進ん
でいるため、仮にスイスで厳格な妊娠中絶の規制が存在し
ても、国外で妊娠中絶を行うことができる。また、経口中
絶薬も広まってきている。そのため、970 年代や 80 年
代とは異なり、妊娠中絶の規制強化は現実的な選択肢では
なくなっていたのである。
しかし、200 年になって、中絶反対派の団体により、
これまでとは形を変えた妊娠中絶に関する規制を強化す
る国民提案の試みが行われている。この国民提案は、妊娠
中絶の費用が公的保険によって負担されていることを問
題視して、公的保険からの妊娠中絶の費用の支出停止を求
めている 60）。20 年７月までに 0 万人以上の署名を集
め、この国民提案は成立した 6）。これによって、妊娠中
絶をめぐって国民投票がまた実施されることになった。
最後に、なぜスイスのこうした議論を検討することが重
要なのかを述べておく。スイスでは、カントンの自治権の
強い連邦制をとっており、例えば遺伝子工学や生殖医療な
どの分野で連邦法を制定するためには、連邦憲法を改正し
て、連邦法制定の権限を連邦に与える必要がある。そして、
そのたびに国民投票が行われる。近年の先端医療技術の発
達にともない、990 年代後半から最近まで、生殖医療と
遺伝子工学、移植医療、人体研究に関する連邦憲法の改正
が行われていた。こういった倫理的に議論のある領域にお
いて、国民の関心の度合いや判断基準、連邦による合意形
成の手法、賛成派と反対派それぞれのキャンペーンがどの
ようなものであるのかを見ることができる。そこから、例
えば、人工妊娠中絶によって生じる中絶胎児の研究利用
の是非 62）や、余剰胚の研究利用の是非といった複雑な問
題について、どのような議論が有権者に対して説得力があ
り、どのような議論が説得力がないのかを知る手掛かりを
得ることができる。
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この条項は、977 年９月の国民投票によって改正が承認さ
れ、任意的レファレンダムのために必要な署名数は、３万
人分から５万人分へと変更された。注 52参照。
25）	カントンでは、26 カントンのうち８カントン（このうち３
つは半カントン）で賛成票が多数を占めた。
26）	Parlamentarische Initiativen und Standesinitiativen zum 
Schwangerschaftsabbruch, Bericht der Kommission des 
Nationalrates, BBl 1979 II S. 1037.	なお、議会提案のうち一つ
は、「社会医学的適応」を導入しようとするものであって、
連邦主義的解決を求めたものではない。
27）	BBl 1979 II S. 1050.
28）	委員会の少数派の提案した連邦法案は、「妊娠の保護と妊
娠中絶に関する連邦法（Bundesgesetz über den Schutz der 
Schwangerschaft und den Schwangerschaftsabbruch）」（BBl 1979 
II S. 1057）である。この法案の第４条では妊娠 2週未満の
中絶を不処罰とすると定められており、第５条１項で「第
４条は、法律によって第４条を適用すると表明したカント
ンのみに適用される」と定められている。
29）	Parlamentarische Initiativen und Standesinitiativen zum 
Schwangerschaftsabbruch, Stellungnahme des Bundesrates, BBl 
1980 III S. 1051.
30）	BBl 1980 III S. 1052.
3）	AB 1981 N 157, 163.
32）	AB 1987 N 3.
33）	AB 1981 S 367.
34）	Bundesgesetz über die Kranken- und Unfallversicherung. 
Änderung vom 9. Oktober 1981, BBl 1981 III S. 240.
35）	Bundesgesetz über die Schwangerschaftsberatungsstellen vom 9. 
Oktober 1981, BBl 1981 III S. 242.
36）	AB 1981 S 435.	及び AB 1981 N 1392.
37）	AB 1987 N 17.
38）	Volksinitiative ‘Recht auf Leben’.
39）	Botschaft zur Volksinitiative «Recht auf Leben», BBl 1983 II S. 4.
40）	Gindulis, a. a. O, S. 161f.	ただし、連邦参事会の見解では、生
命に対する権利の国民提案の憲法改正案は、立法者に妊娠
中絶の規制を形成する余地を与えるもので、連邦主義的解
決も排除されてはいないとされている（BBl 1983 II S. 12）。
4）	AB 1983 S 683.
42）	AB 1984 N 630.
43）	AB 1984 S 416.	および AB 1984 N 1010.
44）	Bundesratsbeschluss über das Ergebnis der Volksabstimmung vom 
9. Juni 1985, BBl 1985 II 677.
45）	Bericht der Kommission für Rechtsfragen des Nationalrates, BBl 
1998 III S. 3007.
46）	提案の内容については、以下のウェブページを参照（20
年９月 30日現在）。
	 h t t p : / / w w w. p a r l a m e n t . c h / d / s u c h e / s e i t e n / g e s c h a e f t e .
aspx?gesch_id=19930434
47）	BBl 1998 III S. 3020.
48）	妊娠中絶の完全な自由化を求める案で、胎児の生命の保護
の考慮を排除して、女性の自己決定権を最大限尊重しよう
とする立場である（BBl 1998 III S. 3016.）。
49）	Stellungnahme des Bundesrates zum Bericht 19. März 1998 der 
Kommission für Rechtsfragen des Nationalrates, BBl 1998 V S. 
5378ff.
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50）	BBl 1998 V S. 5383.
5）	全州議会では賛成 22票、反対 20票の僅差であった。また、
国民議会では賛成 07 票、反対 69票で、採決の際には、キ
リスト教民主国民党会派は全員が、そして国民党会派の多数
が反対にまわった。（AB 2001 S 180. および AB 2001 N 365.）
52）	BBl 2001 S. 1338.	通常の連邦法やその改正案は、成立後に官
報に公表され、公表日から 00 日以内に５万人以上の署名
を提出することで、国民投票にかけることができる。
53）	「生命へのイエス（Ja zum Leben）」と「母と子のための支
援（Hilfe für Mutter und Kind）」。
54）	BBl 2001 S. 4666.
55）	Volksinitiative ‘für Mutter und Kind - für den Schutz des 
ungeborenen Kindes und für die Hilfe an seine Mutter in Not’.
56）	Botschaft zur Volksinitiative «für Mutter und Kind - für den Schutz 
des ungeborenen Kindes und für die Hilfe an seine Mutter in Not», 
BBl 2001 S. 675ff.
57）	BBl 2001 S. 6486.
58）	国民投票の結果については、以下のウェブページを参照
（20 年９月 30日現在）。
	 http://www.admin.ch/ch/d/pore/va/20020602/index.html
59）	2002 年 0 月１日には、同時に疾病保険に関する連邦法
（Bundesgesetz vom 18. März 1994 über die Krankenversicherung）
の改正も施行された（この改正は、200 年３月 23 日の刑
法改正と同時に連邦議会で可決されている。）。
	 　疾病保険に関する連邦法
	 　第 30条　処罰されない妊娠中絶
	 　刑法第 9 条による処罰されない妊娠中絶には、義務的
	 　な疾病介護保険が、疾病の際と同額の給付のための費用
	 　を負担する。
60）	「中絶費用は個人的な事柄の国民提案」（Volksinitiative 
‘Abtreibungsfinanzierung ist Privatsache’）。次のウェブページ
を参照（20 年９月 30日現在）。
	 http://www.privatsache.ch/
	 この国民提案が追加を求める憲法条項は以下のような内容
である。
	 　連邦憲法　第 7 条（疾病及び災害保険）第３項（案）
	 　３　母親の側の特殊な例外を留保して、妊娠中絶及び多胎
	 　　　減数手術は、給付義務の中には含まれない。
	 　連邦憲法の経過規定　第 97 条第８項
	 　８．第 7 条第３項（疾病及び災害保険）の経過規定
国民とカントンによる承認後９カ月の経過期間が過
ぎた後、改正された連邦法立法の施行まで、妊娠中
絶又は多胎減数手術に義務的に保険給付するすべて
の規定は、第 7 条第３項の規定によって補われる。
6）	BBl 2011 S. 6551.
62）	スイスでは 20 年９月 30 日に、妊娠中絶や流産によっ
て生じる胎児の研究利用に関する規定を含んだ人体研究法
案が両議会で可決され、成立した。レファレンダム期限は
202 年１月 9日となっている。（BBl 2011 S. 7415.）
本稿は、第 2回比較思想学会北陸支部研究大会（200 年 2 月
４日）の発表原稿「胎児の生命をめぐる倫理的、政治的、宗教的
対立―スイスにおける中絶合法化の議論から」を、大幅に加筆
修正したものである。また、この発表の抄録が、『比較思想研究』
第 37号（別冊）、200 年、48-50 頁に収録されている。
